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「財政」ってなに？？

地⽅公共団体は、学校・幼稚園・保育所・図書館・公⺠館などの運営や、⼦育て、介護、障がい者の⽀援、
道路や下水道の維持管理、ごみの回収など、さまざまな行政サービスを行っています。
市⺠のみなさんに納めていただいた税⾦などのお⾦を集めて管理し、これらの行政サービスに必要なお⾦を
⽀払っていく活動のことを「財政」といいます。

「予算」と「決算」ってなに？？

「予算」とは、お⾦のやりくりの「計画」のことです。
１年間の税⾦などの収入がどれくらいかを予測し、その範囲の中でお⾦の使い道（⽀出）を決めています。
「決算」とは、予算に基づいて実施した１年間の収入と⽀出の「結果」のことです。

阪南市はどんなやりくりをしているのかな？
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令和２年度の決算（普通会計※1ベース）
歳入（収入）は、２５１億１，６８４万円（前年対比 ７０億３，１８９万円）
歳出（⽀出）は、２４６億８，９８３万円（前年対比 ６８億７，８６６万円）
形式収⽀（歳入ー歳出）は４億２，７０１万円⿊字となり、翌年度に繰り越す事業に使うための財源５，３６６万円を差し引いた「実質収⽀」が３
億７，３３５万円の⿊字額となり令和３年度の歳入予算に繰越⾦として計上されます。

歳入総額

歳出総額

〇実質収⽀のイメージ（収⽀が⿊字の場合）

翌年度繰越財源 実質収⽀

令和２年度も阪南市の決算は⿊字だったん
だね！！
歳入と歳出の中身はどうなってるのかな？

形式収⽀

実質収支とは

歳入・歳出の差引額（形式収支）から翌年度に繰り越す事業に使うための財源

を差し引いたもの。

その年度の決算が黒字か赤字かは、実質収支によって判断されます。

実質収支の黒字額は翌年度の歳入として繰り越され、事業の実施や財政調整

基金の積立などに使われます。

※基金については、１０ページで説明します。

【用語説明】
※１ 普通会計

全国の自治体の財政状況を比較するために用いられる地方財政統計上の統一的な会

計区分。

そのため、「広報はんなん」などに掲載されている一般会計の決算額とは異なります。
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主な増加した項目
・国庫⽀出金（特別定額給付金事業など） ＋６２億９，０２５万円
・その他（ふるさとまちづくり応援寄附金など） ＋４億１，６８９万円
・譲与税及び交付金（地方消費税交付金の増加など） ＋１億５，７０９万円

主な減少した項目
・市税（新型コロナウイルス感染症による徴収猶予など） ▲４，１５４万円

自主財源と依存財源ってなに？？

※２ 自主財源

市税や寄附金など、市が自主的に収入できるお金

※３ 依存財源

国や大阪府からのお金など、市が自主的に収入できないお金

令和２年度決算は歳入総額２５１億1,684万円となり、前年度（１８０億8,495万円）と比べ７0億３，１８９万円増加しました。

令和２年度は新型コロ
ナウイルス感染症の影
響で国庫⽀出⾦が増え
ているね。そのため、
令和元年度以上に依存
財源に頼った財政運営
となったことがわかる
ね。

令和２年度：総額２５１億１，６８４万円 令和元年度：総額１８０億８，４９５万円
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自主財源 ※2

29.4%

依存財源 ※3

70.6%

市税
54億4,821万円

繰入金
5億302万円

繰越金
2億7,378万円その他

11億5,287万円

地方交付税
46億5,212万円

国庫支出金
92億1,972万円

府支出金
15億2,506万円 市債

10億3,084万円

譲与税及び交付金
13億1,122万円

自主財源

38.4%

依存財源

61.6%

市税
54億8,975万円

繰入金
4億5,454万円

繰越金
2億7,254万円

その他
7億3,598万円

地方交付税
46億1,117万円

国庫支出金
29億2,947万円

府支出金
14億9,213万円

市債
9億4,524万円

譲与税及び交付金
11億5,413万円



【用語説明】

※４ 民生費：医療介護や児童の福祉など

※５ 総務費：証明書の発行、選挙など

※６ 衛生費：ごみ処理や病気の予防など

※７ 公債費：借入金の返済など

総務費が大きく増加して
いるけど、新型コロナウ
イルス感染症対策にかか
る経費の影響だね。

性質別にみるとどうなる
んだろう？？

目的別
目的別とは、「仕事の内容」で区分した歳出です。

令和２年度決算は令和元年度決算と比べ、歳出総額６８億７，８６６万円増加しました。

主な増加した項目
・総務費（特別定額給付金事業など） ＋６３億６，０６６万円
・⺠⽣費（⼦育て世帯買い物応援商品券⽀給など） ＋２億６，１０８万円
・教育費（小・中学校のＩＣＴ整備事業など） ＋１億７，５３１万円
・衛⽣費（泉南清掃事務組合負担金の増加など） ＋１億６，２４１万円

主な減少した項目
・公債費（令和元年度の一括償還の実施など） ▲１億９，０５２万円

令和２年度：総額２４６億８，９８３万円 令和元年度：総額１７８億１，１１７万円
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民生費
81億285万円

総務費
19億8,769万円

教育費
19億3,682万円

公債費
18億６，１２３万円

衛生費
16億6,248万円

土木費
10億2,088万円

消防費
7億5,795万円 議会費 等

4億8,127万円

民生費 ※4

83億6,393万円

総務費 ※5

83億4,835万円

教育費
21億1,213万円

公債費 ※7

16億7,071万円

衛生費 ※6

18億2,489万円

土木費
10億7,102万円

消防費
7億5,762万円

議会費 等
5億4,118万円



性質別

義務的経費となら
ない新型コロナウ
イルス感染症対策
で義務的経費の割
合が大きく下がっ
たみたいだね。

性質別とは、「どんなことにお金を使ったか」で区分した歳出です。

令和２年度：総額２４６億８，９８３万円 令和元年度：総額１７８億１，１１７万円

※８ 義務的経費ってなに？？

毎年の支出が義務付けられ、削減することが難しい経費です。

扶助費・人件費・公債費から構成されます。

義務的経費が増えると、財政のゆとりが少なくなって

しまいます。

主な増加した項目
・補助費等（特別定額給付金事業など） ＋５５億１，８３９万円
・積立金（ふるさとまちづくり応援寄附金、一般寄附の増加など） ＋７億２，８７３万円
・人件費（会計年度任用職員制度の導入など） ＋４億５，１０２万円
・物件費（小・中学校のＩＣＴ整備事業など） ＋１億８，７２３万円

主な減少した項目
・公債費（令和元年度の一括償還の実施など） ▲１億９，０５２万円
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人件費
34億9,862万円

公債費
16億7,071万円

扶助費
46億6,417万円

補助費等
79億337万円

繰出金
24億4,908万円

物件費
26億6,069万円

積立金
10億935万円

投資的経費
5億7,435万円

維持補修費
4,529万円

投資及び出資金
2億1,420万円

義務的経費※8

39.8％

人件費
30億4,760万円

公債費
18億6,123万円

扶助費
45億8,061万円

補助費等
23億8,498万

円

繰出金
23億6,713万

円

物件費
24億7,346万円

積立金
2億8,062万円

投資的経費
6億632万円

維持補修費
6,038万円

投資及び出資金
1億4,884万円

義務的経費

53.3％



地⽅公営企業の抜本的な改⾰等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

地⽅公営企業の抜本的な改⾰等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

収入を30万円とすると、⽀出は約29万5千円で、収入の範囲内で生計を立てることが
できています。
臨時的な⽀出や収入（新型コロナウイルス感染症対策関連費）を除いた増減の主な特

徴は、収入面では諸手当（地⽅消費税交付⾦など）が増えています。
一⽅、⽀出面では仕送り（特別会計への繰出⾦など）が増え、銀行などへの借入⾦の

返済（公債費）が減っています。

６

本市の令和２年度決算の収入を３０万円として、家計に置き換えると次のとおりとなります。

給料
8万3,040円

銀行などからの借入
1万2,630円親からの助成

18万3,540円

財産の売却収益
150円

貯⾦の取崩
6,000円

その他臨時収入
1万4,640円

収入：３０万円

⽀出：２９万４，９０６円

生活費
7万3,461円

医療費
5万5,649円借入⾦の返済

2万260円

仕送りなど
12万6,131円

家の改築など
7,373円

貯⾦、その他
1万2,032円

収入は給料より親からの助成が
多くなっているんだね。自分だけ
では生活が難しいことがわかるね。
⽀出では、生活費、医療費、仕

送りで大半を占めているんだね。

収入 支出

給料

　基本給 67,380円 　生活費 73,461円

　　（市税、使用料及び手数料）

　　（扶助費） (+1,008円)

　銀行などからの借入れ 12,630円 　銀行などへの借入金の返済 20,260円

(-1,007円) 　　（人件費、物件費） (+7,604円)

　　（市債） (-1,401円) 　　（公債費） (-4,714円)

　諸手当 15,660円 　医療費 55,649円

　　（地方譲与税、各種交付金） (+1,913円)

　親からの助成 183,540円 　仕送りなど 126,131円

　　（財産収入） (+19円) 　　（投資的事業費） (-571円)

　貯金の取り崩し 6,000円 　貯金、その他 12,032円

　　（地方交付税、国・府支出金） (+75,792円) 　　（繰出金や補助費等） (+67,594円)

　財産の売却などによる収益 150円 　家の改築など 7,373円

(+79,616円)

収　入　計
300,000円

(+81,444円) ※（  ）内は前年度比

　　（繰入金） (+580円) 　　（積立金、その他） (+8,695円)

　その他臨時収入 14,640円
支　出　計

294,906円

　　（分担金及び負担金、寄附金など） (+5,548円)



地⽅公営企業の抜本的な改⾰等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

地⽅公営企業の抜本的な改⾰等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

○歳入額の推移
令和２年度の国・府⽀出金の増加は、新型コロナウイルス感染症対

策に伴う一過性のものであり、市税収入はほぼ横ばいで推移し、その
他自主財源が増減しているのは、ふるさと納税によるものです。

○歳出額の推移
新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費として補助費等が大きく
増加し、扶助費や物件費についても増加しています。人件費が増加
しているのは、臨時職員の雇用制度が変更となったものです。
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人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等

投資的経費 繰出金 積立金 その他

（億円）

※億円単位のため、端数調整の関係で合計が合わないことがあります。

義

務

的

経

費

（億円）

※億円単位のため、端数調整の関係で合計が合わないことがあります。



地⽅公営企業の抜本的な改⾰等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

○歳入額の比較
住⺠一人あたりの額でみると、阪南市の自主財源の割合は

類似団体よりも低く、地方交付税などの依存財源に頼らざる
を得ない状況となっています。市税の徴収率向上をはじめと
する自主財源の確保に取り組む必要があります。
『類似団体内順位』(住⺠一人あたり）
自主財源 ８１位／８２団体中
市税 ７８位／８２団体中

○歳出額の比較
住⺠一人あたりの額でみると、阪南市の義務的経費の割

合は類似団体よりも低くなっています。
令和２年度は義務的経費以外の新型コロナウイルス感染

症対策の費用が多額に計上され、義務的経費の比率が結果
的に低く算出されてしまうため、正確な比較は令和２年度
の類似団体と見比べる必要があります。
本市は施設にかかる職員数が多いことは変わりなく、今

後、⺠間活⼒の活用等により人件費を削減していく必要が
あります。
『類似団体内順位』（住⺠一人あたり）
義務的経費 ４９位／８２団体中
人件費 ３９位／８２団体中

※９ 類似団体ってなに？

全国の市町村を「人口」と「産業構造」の２要素の組み合わせにより分類し、同じ類型

に属する団体の総称。

※本冊子において、「類似団体」についての表現は、原則「類似団体の平均」を

表しております。
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人件費 扶助費 公債費 物件費 維持補修費 補助費等 投資的経費 積立金 投資･出資金･貸付金 繰出金

義務的経費比率

48.5％

義務的経費比率

39.8％

（万円）

（万円）

８

本冊子では、類似団体内順位は阪南市の令和２年度決算の各数値と

類似団体の令和元年度決算の各数値を比較しています。
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地⽅公営企業の抜本的な改⾰等に係る先進・優良事例集更新について（通知）

地方債 ＝ 市町村の借金
Q.なぜ建物を建設する場合に借金をするの？？
A.公共施設（図書館、道路等）のように将来にわたって活用する建物を建設する場合、建設時の住⺠だけが費用を負担すると
不公平になります。そのため、これから施設を利用する将来世代の市⺠にも負担をしてもらい、世代間の公平性を図るため
に借金（地方債の発行）をしています。

借⾦と言っても「赤字だから借りてい
る」というだけではないんだね！
「⻑く利⽤される施設なので、将来世
代の住⺠も負担する」という考え⽅も
あるんだ！

【用語説明】
※１０ 臨時財政対策債：国が地方交付税を交付するにあたり、財源が不足した場合

に、その穴埋めとして地方自治体に地方債を発行（借入）させる制度。

翌年度以降の地方交付税（国から交付されるお金）の算定に反映されます。

普通会計における阪南市の地方債残高は、令和２年度末時点で
約１６４億円あります。

臨時財政対策債※１０などを除いた建設地方債は、過去に小・中学校
の耐震化や防災コミュニティセンターの取得の際に発行した市債の償還
が進んでいることにより、令和元年度から令和２年度にかけて減少して
います。

一方、臨時財政対策債の残高は年々増加傾向にあり、令和２年度末で
は全体の約５３.６％を占めています。
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地方債には「世代間の公平性を図る」という大きな目的があります。

とはいえ、自治体の借金であることには変わりなく、借金である以上、

利息も発生します。

将来の財政負担も考えて、事業を実施していく必要があります。

市民一人あたりの地方債残高（借金）：約３１万円

上のグラフは阪南市の地⽅債残高について、
類似団体と比較したものだよ！！
一人あたりで換算すると約３１万円の
借⾦を市がしているんだね！！

令和２年度は小・中学校のＩＣＴ整備事業に伴う小・中学校整備などの
投資的事業を行いましたが、新たに地方債を発行した額より今までの地方債
を返済した額のほうが大きくなり、地方債残高が減少しました。
その結果、市⺠一人あたりの地方債残高は５，３３６円減少の

３０８,０３３円となりました。

本市と類似団体平均を比べると本市の方が一人あたり地方債残高が少ない
ことがわかります。また、平成３０年度をピークに減少傾向となっておりま
す。しかし、今後は学校給食センターの改修や老朽化した施設の改修等が控
えている中、今後も地方債残高の推計をみながら将来の財政負担が大きくな
りすぎないよう注意する必要があります。

『類似団体内順位』（住⺠一人あたり）
３７位／８２団体中
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基金 ＝ 市町村の貯金
Q.貯金は多いほどいいの？？
A.市は、市⺠の皆さまから預かった税金で行政サービスを行っていますが、今後の事業や不測の事態（災害等）に対応できる
ようにするため、ある程度の貯金は必要です。

財政調整基⾦を９年連続で取り崩すということは、
今後、貯⾦がなくなると生活が苦しくなっていくね。

令和２年度末の基金残高は、前年度末に比べて増加し、約２３億３，９３０万円とな
りました。

令和２年度は、ふるさとまちづくり応援基金や公共公益施設整備基金の積立てにより増
加しているものの、財政調整基⾦※１１においては平成２４年度から９年連続取崩してお
り、残高は年々減少し、厳しい財政運営が続いています。

持続可能な行財政運営を行うのため、歳入に見合った歳出予算を編成することにより、
財政調整基金の取崩しを行わない財政運営をめざします。
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財政調整基⾦ 減債基⾦ 特定目的基⾦

（億円）

※１３

【用語説明】
※１１ 財政調整基金：年度間の財源の不均衡を調整するお金

※１２ 減 債 基 金：地方債を返済するためのお金

※１３ 特定目的基金：特定の使い道に限って使えるお金

1１

※１２



市民一人あたりの基金（貯金）残高：約４.４万円

類似団体と比べると市の貯⾦
は少ないんだね…。
これから先、基⾦が必要な時
に十分活⽤できるよう、計画
的に積み立てていくことが大
切だね！

令和２年度の市⺠一人あたりの基金（貯金）の残高は、令和元年度に比べて
１０，０３８円増加しています。

また、類似団体と比較すると本市は一人あたりの残高が大幅に少ないことが
分かります。財政調整基金が減少していることが要因の一つとなっています。

高齢化の進展に伴って、扶助費などの社会保障関連経費が今後も増加してい
くことが予想されるため、基金に頼ることなく、減少しないように取り組む必
要があります。

『類似団体内順位相当』（住⺠一人あたり）
６７位／８２団体中

財政調整基⾦がなくなるとどうなるの？？

財政調整基⾦には、年度間調整の他にも緊急時（災害等）への備
え等といった大切な役割があります。また、現状は毎年取崩しを
行っているので、もし財政調整基⾦がなくなったら、赤字となり
現在の行政サービスが維持できなくなる可能性があります。
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経常収⽀比率とは
自由に使えるお⾦の割合（ゆとり）がどれくらいかを示す指標です。
市税などの使途に制限のない収入が、義務的経費（人件費・扶助費・公債費）や、施設の管理などの毎年の
固定費に充てられる割合を表します。１００％を超えると、毎年決まって⽀出する経費に対する財源が
不足していることになります。

令和２年度の経常収⽀比率は９５.６％で前年度に比べて２.６ポイント良化し
ているものの、１００％に近い水準で推移していることが分かります。１０
０％に近づくほど、新しい事業や投資的な事業を実施する余⼒がなくなってし
まいます。

全国平均に比べて高齢化率が高い本市では、社会保障関連経費などの経常的
な経費が多くなっていることが要因の一つとなっています。

人口減少に伴い、市税の収入の増加を見込むことが今後も難しいため、より
一層経費の削減に取り組む必要があります。

『類似団体内順位』
５１位／８２団体中H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

阪南市 91.7 96.6 98.9 95.2 99.8 97.4 98.7 102.3 98.7 98.2 95.6

類似団体 91.9 95.4 95.0 93.7 97.0 91.7 93.8 94.0 93.7 93.9
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１３

10年前は類似団体と数値が近いけど近年は大きく乖離していて、阪南市は類似団体より自由に使えるお⾦が少ない
んだね。経常収⽀比率を改善して自由に使えるお⾦を増やす必要があるね。



将来負担比率とは
市町村の財政の健全性を示す目安である健全化判断比率※１４のうち、将来の負担が大きすぎないかを判断するための
指標です。地⽅債などの、地⽅公共団体が抱える負債の大きさ（将来にわたって⽀払うことが見込まれる費⽤）が
年間の収入の規模に対し、どれくらいの割合になるかを表します。

※１４ 健全化判断比率とは？

市町村の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性

を判断するための、「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費

比率」、「将来負担比率」の４つの指標の総称です。

令和２年度の将来負担比率は５９.３％で、前年度に比べて１６.９ポイント
良化しています。
新しく借金（起債）することを抑制したことが要因です。

早期健全化基準（350％）には達していませんが、公共施設の老朽化対策な
ど今後も起債発行が必要な事業があります。将来に過度な負担を与えることが
ないよう、財政の健全化に取り組みます。

『類似団体内順位』
６１位／８２団体中44.1
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将来負担比率が350％を超えると「危険信号」（早期健全化
基準）となり、早急に財政運営の健全化に取り組まなければ
ならなくなります。

1４



令和２年度に実施した主要な事業を紹介します。本市では、「阪南市行財政構造改革プラン」に沿った構造改革への取組と、
「阪南市総合計画 後期基本計画」を具体化させるため、３つの視点で、重点的に施策の展開を図りました。

①安全・安心で生活がしやすいまちづくり

公益財団法人日本財団等が主催する海洋教
育パイオニアスクールプログラムを活⽤し、
市内の学校園における海洋教育を推進しま
した。

約２３５万円

朝日幼稚園と統合するはあとり幼稚園の、
耐震改修、空調設置、外壁改修等の工事を
実施し、安全面と良好な教育環境の整備を
図りました。

約５,３７０万円

身近な地域で介護予防活動に参加できる共
生型の拠点として、住⺠主体で取り組む介
護予防活動や介護予防教室の展開を行いま
した。（介護保険特別会計含む）

約２，９４１万円

1５

上記にあげた事業以外にも市⺠協働や⺠間活⼒を活かした事業を実施しております。
・行政の事業を見える化し、⺠間等から事業提案を、公⺠が連携して実施する制度の運⽤を行う行政サービス協働化事業（は

なてぃアクション）など

公立幼稚園施設整備事業 海洋教育推進事業介護予防拠点事業

②⼦育て・⼦育ちが満喫できるまちづくり ③自然を活かしたにぎわいのあるまちづくり



【⽅向性】
◆⻑期スパンの財政シミュレーションから見えてきた課題に対応したプラン
▶取組目標とその効果額を短期（Ｒ４〜Ｒ６）、中期（Ｒ７〜Ｒ１３）、⻑期（Ｒ１４〜Ｒ１８）ごとに設定

◆現行プランの柱を踏襲し、深掘したプラン
▶新たな項目の抽出をはじめ、その目標や効果等についてあらゆる角度からの徹底した見直し

◆すべての公共施設のあり⽅を示すプラン
▶将来の人口規模等に見合った施設総量の最適化を図るため、今後の公共施設等の取扱い⽅針を策定

本市が作成した「阪南市行財政構造改革プラン改訂版」の目的やめざすべき姿、⽅向性を紹介します。

1６

【基本的な考え⽅】
旧プランの目的を踏まえつつ、危機的な財政状況を回避・回復させるため、これまでの取組について、その目標や効果等を徹底的に

見直し、持続可能な行財政運営の確立に取り組む。

【めざすべき姿】
〜住⺠自治を展望する公⺠協働のまちづくりを着実に推進し、しなやかで優しく活⼒あふれる自立した市政〜
◆誰もが健康で幸せに安全・安心に生活しやすいまち ◆⼦育て世代の希望をかなえ、⼦育て・⼦育ちが満喫できるまち
◆阪南市に住みたくなる、魅⼒に溢れたまち ◆地域資源を活かしたにぎわいのあるまち

プランの詳細については、ホームページをご確認ください。
http://www.city.hannan.lg.jp/kakuka/somu/gyoukaku/gyouzaikaku/plan_kaitei.html



行財政構造改革プラン改訂版の取組目標や効果額、収支予測等をお示しします。

1７

【取組内容】
１．働き⽅改革・人材育成・協働

課題解決に取り組む体制の構築、行政のＤＸ化 等
２．財源の積極的な確保

ふるさと納税のより一層の推進、企業誘致の促進 等
３．事務事業の見直し等

事務事業のあらゆる観点からの抜本的見直し 等
４．特別会計等の経営健全化
５．今後の公共施設等の取扱い

将来人口規模等に見合った施設総量の最適化 等

≪プラン改訂版の取組後の収支予測≫

現行プランによる取組を継続した場合

プラン改訂版の取組実施後
財政非常事態宣言の解除

財政非常事態宣言は市⺠の不安や本市のマイナスイメージ
をもたらす要因ともなりかねないことから、一定の改善が見
られる場合は、宣言を解除

解除要件：３年連続して次の基準を２つ以上満たす場合
・決算時に財政調整基⾦を取り崩さなかった場合
・財政調整基⾦が１５億円以上となった場合
・経常収⽀比率が９５％以下となった場合

短期的取組
(R４〜R６)

中期的取組
(R7〜R13)

⻑期的取組
(R1４〜R1８)

計

取組１：働き方改革・
    人材育成・
    協働

0 289 1,726 3,050 5,065 5,065

取組２：財源の積極的
    な確保 160 635 935 1,517 3,087 3,247
取組３：事務事業の
    見直し等 3 274 819 631 1,724 1,727

合 計 163 1,198 3,480 5,198 9,876 10,039

取 組 項 目 R３年度
取組額 合 計

改訂版の目標効果額
（百万円）≪プラン改訂版取組目標効果額≫

（百万円）


